
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平 成 30年 度 事 業 報 告 書

協 囲 1量動塗曇 曇 |

1事業の成果

ライフプランの確立を前提にエンディングノー ト (ら 。し。さノー ト①)の普及活動を行つている。
昨年度から本格的な活動に入つた終活ア ドバイザーの認定は、地方での終活ア ドバイザーの増加と

なつている。

これに対して、正会員が指導的な役割を果たし、全国で終活ア ドバイザー及び一般生活者に対するセ
ミナーを開催し、介護・終末関連の情報提供も行つている。
当法人のホームページでは、終活に関する情報発信、エンディングノー トの販売、セミナーや見学会

の受講者募集 。開催報告を行なつており、また、正会員名 。終活アドバイザー会員名を公表している。
終活アドバイザー協会の運営は、事務局の充実を図り、業務がルーティン化 している。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 10,3831千円)

足示に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事看
人数

受益対象
者範囲

支盃対象
者人数

畢栗費
(千円 )

その他目的を達

成するために必

要な事業

セ ミナー開催

H30年
6月 16
日、他 17

回実施

東京ウィメンズ

プラザホール、

東京都消費生活

総合センター

135 会員およ

び一般

468
1,729

葬儀仏事に関す

る情報提供事業

我が人生の終活

グ レンミラーが奏でる
「生前葬」を振り返って

H31年
4月 27

日

エル 。おお さ

か

18 会員及び

一般

66 226

介護終末医療に

関する情報収集

事業

病気と老化は違う～加齢
と脳の認知機能の変化～

H30年
11月 15
日

東京ボランテ

ィア・ 市民活

動センター

4
会員及び
一般

23 16

消費者保護を図
るファイナンシ
ャル・プランニン
グ事業

くらしフェスタ東京参加

H30年
10月 12

日・13日

JR新宿駅西日

広場
11 一般

不特定
多数

30

その他 目的を達
成するために必
要な事業

小冊子制作・販売

Ⅱ30年

6月 ～ 5

月

当法人事務所 10
会員及び
一般

不特定
多数 4,920

ライフア ドバ
イザーの資格
認定

終活ア ドバイザーの認定
登録

H30年
6月 ～5

月

当法人事務所 6 一般 1,361 3,462

(2)その他の事業・・ 。なし

千円)

(事業費の総費用 【 】

疋
キ
C.

欣 に

れた
記載
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第14号 (法第28号関係)

平成30年度 活動計算書

平成30年 6月 1日 ～令和元年5月 31日

特定非営利活動法人 ら・し・さ

料
~~~百

金  ~長

1,008,〔X】D

18,030,∝Ю

＾
ｕ

10,318,424

53

267.015

19,098,000

10,318,424

267.()68

ｎ

）

29,683,492

192,796

4,116,027

3.596.581

65,393

791,001

461,425

52■677

116.586

517,621

10,382,907

4.509,501

4,476,655

1,039,9(】0

708,864

646.571

383,0010

187,989

879,920

954,791

70,000

542.321

14.400,172

24,783,079

4,900,413

6,070,067

10.970.480

I 経常収益
1受取会費

正会員受取会費

終活アドバイザー協会受取会費

2受取寄附金

3事業収益

受取寄附金

事業収益

受取利忠

雑収入

経常収益計

4その他の収益

工 経常費用
1事業費

① 人件費
人件費

② 事業収益売上原価
事業収益売上原価

③ その他経費
事務管理費
通信費
旅費交通費
支払手数料
会議費
荷造運賃費
雑費その他

事業費計
2管理費

① 人件費

人件費

② その他経費

事務管理費

通信費

支払手数料

旅費交通費

賃借料

会議費

消耗品費
荷造運賃費

租税公課

雑費その他

管理費計

経常費用計

当期収支差額

前期繰越収支差額



書式第15号 (法第28条関係 )

平成30年度 賃借対照表

令和元年5月 31日現在

特定非営利活動法人 ら・し・さ

科  目 金  額

11,048,180

1,530,704

4()6,186

0

367,100

488,619

471,860

872,933

1,148,800

13,352,170

2,493,593

488,619

16,334,382

5,314,103

43,799

0,0(Ю

ｎ

）

5,363,902

ｎ

〉

5,363,902

6,070,067

4,900,413

10,970,480

16,334,382

I 資産の部

1流動資産

現金および預金

売掛金

棚卸資産

未収入金

前払費用

流動資産合計

2有形資産

工具器具備品

有形資産合計

3無形資産

商標権

ソフトウエア

敷金

無形資産合計

資産合計

I 負債の部

1流動負債

未払金

前受金

預り金

仮受金

流動負債合計

2固定負債

固定負債合計

負債合計

皿 正味財産の部

前期繰越正味財産
当期正味財産増加額
正味財産合計
負債及び正味財産全量



書式 16 28

30年度  計算書類の注記

重要な会計方針

計算書類の作成は、PO会計基準 によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法を採用 しています。

(2)固 定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法を採用 しています。
無形固定資産 定額法を採用しています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は税込方法を採用しています。

2.事 業別損益の状況

特定非営利活動法人ら・ し。さ

円

事業
事業部門計 管理部門 合計科 目

事業 事業 事業

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

算定方法内容 金額

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳



内容 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳
:円 )

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

(単

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７

・

8

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

874,339

332,748

517,330 517,330

874,339

332,748

28,711

223,238

110,916

488,619

651,101

221,832

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

電話設置
無形固定資産

ソフ トウエア

ソフ トウエア

敷金

合計

当期返済 期末残高科 目 期首残高 当期借入

合計

内役員及び

近親者 との

取引
科 目

計算書類に

計上された
金額

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係 る資産の状況

□匿園詞



書式第17号 (法第28条関係)

平成30年度 財産日録

令和元年5月 31日 現在

特定非営利活動法人 ら・し・さ

科   目 金  額

117,380

15,∞0

2,254,490

57,473

1,400,492

1,345.251

5,857,594

1,530,704

406,186

367,100

488,619

4.500

112,300

3“.560

872,933

1,148,800

13,352.170

488,619

2,493.593

I ro,$a,saz

,314103

43,799

6,000

0

5,363,902

ｎ

）

5,363,1)02

10,970,480

I 資産の部

1流動資産

現金

クオカード

郵便振替口座 浦和中郵使局

預貯金   三井住友銀行/深川支店

新生銀行/本店

ゆうちょ銀行/0五人店

りそな銀行/東京中央支店

売掛全   ノート類販売代金等

棚卸資産  ノート&ガイド等

前払費用  保守サービス料

流動資産合計

2有形固定資産

工具備品

3無形資産

商標権   「おひとりさまサポートセンター」

「ら・し。さノート」「ら・し・さ」

「終活アドバイザーロゴ」

ソフトウエア

敷金

無形資産合計

資産合計

I 負債の都

1流動負債

未払金   講師料・執筆料・事務管理費等

預り金   源泉所得税

仮曼金   過納会費

流動負債合計

2固定負債

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成 30年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住籠又は層所壺
びにこれらの者についての前事業年よにおける●目の有無を目載した名簿)

特定非営利活動法人

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 理事

ワカイロシンゴ H30年 6月 1日

Rl年 5月 31日

年  月  日

年  月  日若色 信悟

2 理 事

ヤマダシズエ H30年 6月 1日

Rl年 5月 31日

年  月  日

年  月  日山田 静江

3 理事

ナカダミチヨ H30年 6月 1日

Rl年 5月 31日

年

年

月 日

日月中田 実千代

4 理事

タカイシグル H30年 6月 1日

Rl年 5月 31日

年  月 日

日年  月高伊 茂

5 理 事

ミタニマスミ H30年 6月 1日

Rl年 5月 31日

年 月

月

日

日年三谷 ますみ

6 理事

オオヌマケンソ
゛
ウ H30年 6月 1日

Rl年 5月 31日

年 月

月

日

日年大沼 健三

7 理 事

ヒロキ トモヨ H30年 6月 1日

Rl年 5月 31日

年 月

月

日

日年廣木 智代

8 理 事

ハシモ トアキ H30年 6月 1日

Rl年 5月 31日

年  月 日

日年  月橋本 秋人

9 理事

シカノサヨコ H30年 6月 1日

Rl年 5月 31日

年  月 日

日年 月鹿野 佐代子

10 理 事

タカイツヨシ H30年 6月 1日

Rl年 5月 31日

年 月

月

日

年 日
高井 豪



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11 監事

モリシマケンジ H30年 6月 1日

森島 憲治 Rl年 5月 31日

年 月

　

月

ｎ
¨

　

［ロ年

12 監事

スズキユウコ

(ヤマネユウコ)
H30年 6月 1日

鈴木 裕子

(山 根 裕子)

Rl年 5月 31日

年  月 日

日年  月



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

平成30年度社員名簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
若色 信悟

2 山田 静江

3 中田 実千代

4 高伊 茂

5
三谷 ますみ

6 大沼 健三

7 廣木 智代

8 橋本 秋人

9 鹿野 佐代子

10 高井 豪

11
河原 正子

12 倉並 珠貴


